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宝塚市 （単位：百万円）

金額 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 407,748 固定負債 148,357

有形固定資産 379,580 地方債等 104,711

事業用資産 206,517 長期未払金 2,149

土地 153,167 退職手当引当金 13,432

立木竹 - 損失補償等引当金 14

建物 133,052 その他 28,051

建物減価償却累計額 △84,169 流動負債 20,135

工作物 6,859 1年内償還予定地方債等 15,038

工作物減価償却累計額 △4,959 未払金 2,582

船舶 - 未払費用 41

船舶減価償却累計額 - 前受金 132

浮標等 - 前受収益 41

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 1,763

航空機 - 預り金 355

航空機減価償却累計額 - その他 184

その他 1 168,493

その他減価償却累計額 △1 【純資産の部】

建設仮勘定 2,566 固定資産等形成分 414,540

インフラ資産 167,427 余剰分（不足分） △155,809

土地 77,738 他団体出資等分 49

建物 4,146

建物減価償却累計額 △2,828

工作物 224,638

工作物減価償却累計額 △136,988

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 721

物品 25,330

物品減価償却累計額 △19,694

無形固定資産 8,480

ソフトウェア 545

その他 7,934

投資その他の資産 19,689

投資及び出資金 705

有価証券 518

出資金 187

その他 -

長期延滞債権 4,105

長期貸付金 148

基金 13,646

減債基金 246

その他 13,400

その他 1,497

徴収不能引当金 △412

流動資産 19,524

現金預金 8,909

未収金 3,368

短期貸付金 25

基金 6,767

財政調整基金 6,767

減債基金 -

棚卸資産 217

その他 302

徴収不能引当金 △63

繰延資産 - 258,780

427,273 427,273

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

負債合計

【様式第１号】

連結貸借対照表
（平成31年３月31日現在）

科目 科目
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宝塚市 （単位：百万円）

金額

経常費用 155,339

業務費用 56,559

人件費 22,321

職員給与費 18,763

賞与等引当金繰入額 1,742

退職手当引当金繰入額 4

その他 1,813

物件費等 30,671

物件費 20,673

維持補修費 1,421

減価償却費 8,263

その他 313

その他の業務費用 3,567

支払利息 1,457

徴収不能引当金繰入額 151

その他 1,959

移転費用 98,781

補助金等 78,513

社会保障給付 20,244

その他 23

経常収益 23,380

使用料及び手数料 17,682

その他 5,698

純経常行政コスト 131,959

臨時損失 212

災害復旧事業費 39

資産除売却損 158

損失補償等引当金繰入額 -

その他 15

臨時利益 64

資産売却益 53

その他 10

純行政コスト 132,108

【様式第２号】

連結行政コスト計算書
自　　平成30年４月１日
至　　平成31年３月31日

科目
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宝塚市 （単位：百万円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 255,988 412,237 △156,299 50

純行政コスト（△） △132,108 △132,107 △0

財源 134,254 134,254 0

税収等 78,697 78,697 0

国県等補助金 55,558 55,558 -

本年度差額 2,147 2,147 △0

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額 △0

無償所管換等 554

他団体出資等分の増加 - -

他団体出資等分の減少 - -

比例連結割合変更に伴う差額 90

その他 1

本年度純資産変動額 2,792 2,303 490 △0

本年度末純資産残高 258,780 414,540 △155,809 49

【様式第３号】

連結純資産変動計算書
自　　平成30年４月１日
至　　平成31年３月31日

科目 合計

省 略
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【注記事項】 

 

1 重要な会計方針 

 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

 ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

 ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

 ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

 イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

 取得原価が判明しているもの････････････････取得原価  

 取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

 ② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

なお、一部の連結対象団体（地方三公社、公益財団法人、一般財団法人、社会福祉法人、株式

会社）においては、原則、取得原価としています。 

 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券････････････････････償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却価格は移動平均法により算定） 

③ 出資金 

 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

 

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 貯蔵品････････････････････････････････先入先出法による低価法 

② 販売用土地･･･････････････････････････地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則

第４条第２項各号に掲げる方法 

 

（４）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

 建物   ６年～５０年 

 工作物 ５年～７５年 

 物品   ２年～２３年 

 ② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっていま
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す。） 

 ③ リース資産 

 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリース取  

 引及びリース契約１件あたりのリース料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を 

 除きます。） 

 ･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

（５）引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴

収不能見込額を計上しています。 

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性を検討

し）、徴収不能見込額を計上しています。 

長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、

徴収不能見込額を計上しています。 

ただし、一部の連結対象団体においては、法人税法に規定する法定繰入率に基づく繰入限度額

によっています。 

 ② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

ただし、一部の連結対象団体においては、主として期末における退職給付債務及び年金資産の

見込み額に基づき計上しています。 

 ③ 損失補償等引当金 

 履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する

法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

④ 賞与等引当金 

 翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。  
（６）リース取引の処理方法 

 ① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総 

 額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

 通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 ② オペレーティング・リース取引 

 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
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（７）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 

 

２ 偶発債務 

 

 （１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

他の団体の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 

（単位：百万円） 

団体（会計）名 確定債務額 

履行すべき額が確定していない

損失補償債務等 
総額 

損失補償等 

引当金計上額 

貸借対照表 

未計上額 

社会福祉法人阪神福祉事業団 － 14 － 14 

計 － 14 － 14 

 

（２）係争中の訴訟等 

係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けている主なものは次のとおりです。 

① 神戸地方裁判所平成２８年（行ウ）第１９号 

宅地造成等規制法に基づく是正命令義務付け等請求事件 ６百万円 

② 大阪地方裁判所平成２９年（ワ）第８６２８号 

損害賠償請求事件 １百万円 

③ 神戸地方裁判所伊丹支部平成３０年（ワ）第１９４号 

国家賠償請求事件 ２３百万円 

④ 大阪高等裁判所平成３１年（ネ）第８２７号 

損害賠償請求事件 ４０百万円 

⑤ 神戸地方裁判所伊丹支部平成３０年（ワ）第２１３号 

損害賠償請求事件 １百万円 
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３ 追加情報 

 （１）連結対象団体（会計） 

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

病院事業会計 地方公営事業会計

（地方公営企業会計） 

全部連結 ― 

水道事業会計 地方公営事業会計

（地方公営企業会計） 

全部連結 ― 

下水道事業会計 地方公営事業会計

（地方公営企業会計） 

全部連結 ― 

特別会計国民健康保険事業費 地方公営事業会計 

（その他） 

全部連結 ― 

特別会計国民健康保険診療施設費 地方公営事業会計 

（その他） 

全部連結 ― 

特別会計介護保険事業費 地方公営事業会計 

（その他） 

全部連結 ― 

特別会計農業共済事業費 地方公営事業会計 

（その他） 

全部連結 ― 

特別会計後期高齢者医療事業費 地方公営事業会計 

（その他） 

全部連結 ― 

宝塚市土地開発公社 地方三公社 全部連結 ― 

公益財団法人宝塚市スポーツ振興公社 第三セクター等 全部連結 ― 

公益財団法人宝塚市文化財団 第三セクター等 全部連結 ― 

一般財団法人宝塚市保健福祉サービス公社 第三セクター等 全部連結 ― 

公益財団法人阪神北広域救急医療財団 第三セクター等 比例連結 ３２．７２％ 

社会福祉法人宝塚すみれ福祉会 第三セクター等 比例連結 ５０．００％ 

宝塚都市環境サービス株式会社 第三セクター等 全部連結 ― 

株式会社エフエム宝塚 第三セクター等 比例連結 ５０．００％ 

宝塚山本ガーデン・クリエイティブ株式会社 第三セクター等 全部連結 ― 

ソリオ宝塚都市開発株式会社 第三セクター等 比例連結 ４９．４２％ 

丹波少年自然の家事務組合 一部事務組合・広域

連合 

比例連結 １１．４８％ 

兵庫県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域

連合 

比例連結 ４．６８％ 

阪神水道企業団 一部事務組合・広域

連合 

比例連結 ２．４２５％ 

兵庫県市町村職員退職手当組合 一部事務組合・広域

連合 

― ― 
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連結の方法は次のとおりです。 

① 地方公営事業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

② 地方三公社は、すべて全部連結の対象としています。 

③ 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としています。

なお、退職手当組合については、本市の持分相当の退職手当に係る基金及び退職手当支給準備金

を連結貸借対照表に計上して、連結したものとみなしています。 

④ 第三セクター等は、出資割合等が５０％を超える団体（出資割合等が５０％以下であっても業務

運営に実質的に主導的な立場を確保している団体を含みます。）は、全部連結の対象としていま

す。また、いずれの地方公共団体にとっても全部連結の対象とならない第三セクター等について

は、出資割合等や活動実績等に応じて、比例連結の対象としています。ただし、出資割合が２５％

未満であって、損失補償を付している等の重要性がない場合は、比例連結の対象としていない場

合があります。 

 

（２）出納整理期間 

地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間に

おける現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間

で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整して

います。 

 

（３）表示単位未満の取扱い 

百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

（４）売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

 ア 範囲 

 売払収入が予算措置されている。もしくは売却することが市の方針として決定している資産 

連結対象団体においては、翌年度以降の売却が予算化されている資産 

 イ 内訳 

 該当なし 
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①有形固定資産の明細 （単位：百万円）

 
前年度末残高

（A）

 
本年度増加額

（B）

 
本年度減少額

（C）

 本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

 本年度末
減価償却累計額

（E)

 
本年度償却額

（F)

 本年度末
減損損失累計額

（G)

 
本年度減損額

（H)

 差引本年度末残高
（D)－（E)－（G)

（I)

293,193 4,744 2,292 295,645 89,129 2,932 - - 206,517 
151,254 1,992 79 153,167 - - - - 153,167 

- - - - - - - - - 

131,637 1,548 133 133,052 84,169 2,806 - - 48,883 

6,333 543 17 6,859 4,959 125 - - 1,900 

- - - - - - - - - 

- - - - - - - - - 

- - - - - - - - - 

1 0 - 1 1 0 - - 0 

3,968 660 2,063 2,566 - - - - 2,566 

301,609 6,971 1,337 307,243 139,816 3,815 - - 167,427 

77,026 970 258 77,738 - - - - 77,738 

3,822 325 0 4,146 2,828 105 - - 1,318 

220,600 4,173 135 224,638 136,988 3,710 - - 87,650 

- - - - - - - - - 

161 1,504 944 721 - - - - 721 

23,554 2,024 248 25,330 19,694 1,027 - - 5,636 

618,356 13,740 3,877 628,218 248,639 7,773 - - 379,580 

 事業用資産

連結附属明細書
１．連結貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細

 区分

 建物

 土地

 立木竹

 建物

 工作物

 船舶

 浮標等

 航空機

 その他

 建設仮勘定

 インフラ資産

 土地

 工作物

 その他

 建設仮勘定

 物品

合計
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